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内容

（１）日本の長期経済成長とエネルギー、資本、労働投入

（２）真のエネルギー生産性改善とその低減

（３）震災後、黄金期の再来か？

（４）2050年に向けて黄金期は訪れるか？

（５）結び
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（1）日本の長期経済成長におけるエネルギー、
資本、労働投入

Output

LaborCapital

Energy

1880 Present1990196019301900



エネルギー生産性の改善
Energy Productivity Improvement (EPI）
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Labor 
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Energy 
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Material & Service 
Productivity (X/MS)

Total Factor 
Productivity (TFP)

① 生産（X）=f（資本（K） , 労働（L）, エネルギー（E）, ・・・）
エネルギーは生産における投入要素の一つ。

② エネルギー生産性 =X/E。（エネルギー集約度（Energy Intensity）の逆数）。
エネルギー生産性は単要素生産性の一つ。他には資本生産性（X/K）、労働生産性（X/L）、 ・・・

③ 全要素生産性の成長率（TFP）=（X/Eの寄与度）+（X/Kの寄与度）+ （X/Lの寄与度）+・・・
EPI（エネ生産性の改善）=（X/Kの悪化=省エネ投資の拡大）+（TFP改善=技術進歩）+・・・
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産出量、エネルギー、資本、労働の投入量
1885-2016年
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労働投入量（右軸）

(1885年値＝1.0)
a. 20世紀の日本の経済成

長には、生産拡張と同じ
ほどの一次エネルギー消
費を必要としてきた。

b. 労働投入量（時間）は
1991年より減少。資本投

入量もリーマンショック後
停滞。

c. リーマンショック（世界金
融危機）および東日本大
震災の後、エネルギー消
費は大きく低下。10年近く

も継続的な減少は戦後初
めて。

単位：すべての変数の1885年値を1.0とした指数。定義：産出量：実質GDP、エネルギー投入量：最終エネルギー消費（一次エネルギー換算）、資本投入
量：実質純資本ストック、労働投入量（右軸）：労働時間合計。出典：野村浩二（2018）「日本の長期エネルギー生産性－エネルギー品質と産業構造要
因」RCGW Discussion Paper No.61（日本政策投資銀行設備投資研究所地球温暖化研究センター）。 （『EDMCエネルギー・経済統計要覧』（日本エネル
ギー経済研究所EDMC）, 『国民経済計算体系』（内閣府経済社会総合研究所）, 『長期経済統計』（大川他）, 『KEOデータベース』（慶應義塾大学産業研
究所）などより作成）。



エネルギー生産性と労働・資本生産性
1885-2016年
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(2016年値＝1.0) a. 日本経済の労働生産性は一
貫して改善。

b. エネルギー生産性は第二次世
界大戦をはさみ、ほぼU字型。

c. 対照的に資本生産性は（戦後
の復興期を除くと）逆U字型。
1990年以降は横ばい。

d. 第1次オイルショック後（1973–
90年）には年率3.1%ものエネ
ルギー生産性改善。＝黄金期

e. 震災後に再び加速。 2011–16
年では年率3.4%改善。黄金期
の再来か？

f. ⇒それはリーマンショック（世
界金融危機）による景気のボト
ムを基準とした過大評価。
2008–16年では改善は半分
（1.7%）に低下。それでも高い
のはなぜか？持続可能か？

単位：各生産性指標の2016年値を1.0とした指数。定義：産出量は実質GDP、各投入量はエネルギー投入量：最終エネルギー消費（一次エネルギー換算）、
資本投入量：実質純資本ストック、労働投入量（右軸）：労働時間合計。出典：野村浩二（2018）「日本の長期エネルギー生産性－エネルギー品質と産業構
造要因」RCGW Discussion Paper No.61（日本政策投資銀行設備投資研究所地球温暖化研究センター）。 （『EDMCエネルギー・経済統計要覧』（日本エ
ネルギー経済研究所）, 『国民経済計算体系』（内閣府経済社会総合研究所）, 『長期経済統計』（大川他）, 『KEOデータベース』（慶應義塾大学産業研究
所）などより作成）。
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（２）真のエネルギー生産性改善とその低減

19901955 1973 2008
真のエネルギー生産性改善

Energy Productivity Improvement: EPI

産業構造の変化を統御した後
のエネルギー生産性

エネルギー構成の変化を統御
した後のエネルギー生産性

一国経済における（見かけ上
の）エネルギー生産性改善
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(1955–1973)

II. オイルショック後

(1973–1990)

III. ポストバブル期

(1990–2008)

IV. リーマンショック後

(2008–2016)

見かけ上のエネルギー生産性

(%)

見かけ上のエネルギー生産性改善（EPI）
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単位：それぞれの期間の年平均成長率。出典：野
村浩二（2018）「日本の長期エネルギー生産性－
エ ネ ル ギ ー 品 質 と 産 業 構 造 要 因 」 RCGW
Discussion Paper No.61（日本政策投資銀行設備
投資研究所地球温暖化研究センター）。

a. オイルショック後（II. 1973-1990）は
見かけ上の“EPI黄金期”

b. 電力化などエネルギー品質の変
化や、多様な産業構造変化を統御
すると、見かけ上のEPIはどう変化
するだろうか？



日本経済の電力化：労働生産性と資本深化
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資本深化 (1955年値＝1.0)

単位：すべての変数の1955年値を1.0とした指数。定義：労働生産性＝実質GDP／労働投入時間合計、資本深化＝実質純資本ストック／労働投入時間
合計、電力化率＝電力消費量／最終エネルギー消費量。出典：野村浩二（2018）「日本の長期エネルギー生産性－エネルギー品質と産業構造要因」
RCGW Discussion Paper No.61（日本政策投資銀行設備投資研究所地球温暖化研究センター）。

a. 労働生産性成長の実現は、資本深化の進行が最大要因（成長会計分析によれば、およそ半分を説
明； 残り35%割がTFP成長、15%が労働品質（教育など）改善）

b. 高度経済成長期には資本深化は進行しても、電力化率の上昇はわずか。
c. 1973年以降、資本深化に伴いながら電力化が進行。
d. 2000年代の低成長下、資本深化は停滞するものの、電力化のみが進行（ICTの深化？）。

(K/L)

(X/L)



品質調整済みエネルギー投入指数
-Quality-adjusted Energy Input (QAEI)
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単位：すべての変数の1995年値を1.0とした指数。定義：品質調整済みエネルギー投入量（QAEI：quality-adjusted energy input）は、各エネルギー品目ご
との相対価格を品質評価としてとらえたトランスログ指数により算定。出典：野村浩二（2018）「日本の長期エネルギー生産性－エネルギー品質と産業構
造要因」RCGW Discussion Paper No.61（日本政策投資銀行設備投資研究所地球温暖化研究センター）。

𝐸𝐸 = 𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓
𝐸𝐸𝑓𝑓
𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓

𝐸𝐸
𝐸𝐸𝑓𝑓

エネルギー転換指数（最終エネ量(FEC)／一次エネ量(PEE)）
エネルギー高度化指数（品質調整済エネ量(QAEI)／最終エネ量(FEC)） 両者を合わせて「エ

ネルギー品質指数」

a. 転換指数は1950
年代に上昇（熱
効率の改善は同
指標を上昇させ
る）、1960年代以

降緩やかに逓減
（電力化の進行
は熱効率改善を
相殺して同指標
を低下）

b. オイルショック後、
高度化指数は上
昇。近年は停滞。
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出典：野村浩二（2018）「日本の長期エネルギー

生産性－エネルギー品質と産業構造要因」
RCGW Discussion Paper No.61（日本政策投資
銀行設備投資研究所地球温暖化研究センター）。

a. 一国の消費量の拡大（年率11.2%）
の半分（49.6%）は、鉄鋼、化学など

エネ多消費産業の拡大による。他
方、同産業のエネルギー生産性改
善も顕著。

b. 産業構造要因を統御した一国集計
レベルでのエネルギー生産性改善
（EPI）は年率2.0%。＝見かけ上の
EPI（1.4%）は過小評価されている。

c. またエネ多消費産業による寄与度
合計は2.4ポイントとなり、一国レベ
ルのEPI（2.0%）を上回る。

d. ⇒EPIは重厚長大産業への経済構

造変化によって、見えづらくなって
いた（⇒隠れた黄金期）。
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出典：野村浩二（2018）「日本の長期エネルギー

生産性－エネルギー品質と産業構造要因」
RCGW Discussion Paper No.61（日本政策投資
銀行設備投資研究所地球温暖化研究センター）。

a. エネルギー消費（QAEI）拡大は、47.
家計サービス、45.他サービス、31.道
路輸送、33.航空輸送等であり、18.鉄
鋼などではむしろ減少。

b. 見かけ上のEPIが年率3.1%に達する

黄金期であるが、産業構造要因を統
御した一国集計レベルでのEPIでは
1.5%に留まる。

c. それは高度成長期よりも0.5ポイント
低い水準である。 （⇒見かけ上の黄
金期）

品質調整済みEPI
の産業起因
（1973-1990年）
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1.農林水産業

2.石炭鉱業

3.その他鉱業

4.建設業

5.食料品

6.繊維

7.衣服身見品

8.木材木製品

9.家具備品

10.紙パルプ

11.出版印刷

12.化学

13.石油精製製品

14.石炭製品

15.ゴム製品

16.皮革製品

17.窯業土石

18.鉄鋼

19.非鉄金属

20.金属製品

21.一般機械

22.電子計算機

23.通信機器

24.電子部品

25.民生重電他

26.自動車

27.その他輸送機械

28.精密機械

29.その他製造業

30.鉄道輸送

31.道路輸送

32.水運

33.航空輸送

34.倉庫その他運輸

35.通信

36.電力

37.ガス

38.水道

39.卸小売

40.金融保険

41.不動産業

42.教育

43.研究

44.医療保健

45.その他サービス

46.公務

47.家計サービス

エネルギー消費量変化 (0.6%)への

産業別寄与度

13

出典：野村浩二（2018）「日本の長期エネルギー

生産性－エネルギー品質と産業構造要因」
RCGW Discussion Paper No.61（日本政策投資
銀行設備投資研究所地球温暖化研究センター）。

a. 見かけ上のEPIは年率0.8%であった

が、産業構造要因を統御した一国集
計レベルでのEPIはわずかに年平均
0.1%へ低下。

b. この期の後半（2000–08年）ではエネ

ルギー価格の上昇局面（原油価格は
6倍まで上昇）。そうしたエネルギー価

格の急速な上昇に直面しようとも、エ
ネルギー生産性の改善がわずかに
留まったことは、利用可能な省エネ技
術の減少（省エネの飽和）、EPIのた

めの限界費用が逓増していることを
示唆。

品質調整済みEPI
の産業起因
（1990-2008年）



真のエネルギー生産性改善（EPI）
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単位：それぞれの期間の年平均成長率。出典：野
村浩二（2018）「日本の長期エネルギー生産性－
エ ネ ル ギ ー 品 質 と 産 業 構 造 要 因 」 RCGW
Discussion Paper No.61（日本政策投資銀行設備
投資研究所地球温暖化研究センター）。

a. 見かけ上のEPIは、1.4%⇒ 3.1%⇒
0.8%⇒ 1.7%へと変化。

b. エネルギー品質変化や産業構造
要因を統御したEPIでは、 2.0%⇒
1.5%⇒ 0.1%⇒ 1.6%へと変化。

c. 1955年から2008年までで見れば、

徐々に省エネの可能性が飽和して
いることを示唆。

d. しかし、2008年以降では、産業構

造要因はむしろマイナスであり、
EPIでも1.6%と、オイルショック後

に匹敵。それはいかなる要因によ
るものか？持続可能か？
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I. 高度経済成長期

(1955–1973)

II. オイルショック後

(1973–1990)

III. ポストバブル期

(1990–2008)

IV. リーマンショック後

(2008–2016)

真のエネルギー生産性

産業構造要因

エネルギー構成要因

見かけ上のエネルギー生産性

(%)

?
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（３）震災後、黄金期の再来か？

Whole Economy

Iron & 
Steel 

Industry

Service
Industries

Chemical 
Industry

Petrochemical 
aromatic 
products

pharmaceutical 
products

Basic 
petrochemicals

Present2008
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エネルギー生産性変化 (1.6%)への

産業別寄与度
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1.農林水産業

2.石炭鉱業

3.その他鉱業

4.建設業

5.食料品

6.繊維

7.衣服身見品

8.木材木製品

9.家具備品

10.紙パルプ

11.出版印刷

12.化学

13.石油精製製品

14.石炭製品

15.ゴム製品

16.皮革製品

17.窯業土石

18.鉄鋼

19.非鉄金属

20.金属製品

21.一般機械

22.電子計算機

23.通信機器

24.電子部品

25.民生重電他

26.自動車

27.その他輸送機械

28.精密機械

29.その他製造業

30.鉄道輸送

31.道路輸送

32.水運

33.航空輸送

34.倉庫その他運輸

35.通信

36.電力

37.ガス

38.水道

39.卸小売

40.金融保険

41.不動産業

42.教育

43.研究

44.医療保健

45.その他サービス

46.公務

47.家計サービス

エネルギー消費量変化 (-1%)への産

業別寄与度
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出典：野村浩二（2018）「日本の長期エネルギー

生産性－エネルギー品質と産業構造要因」
RCGW Discussion Paper No.61（日本政策投資
銀行設備投資研究所地球温暖化研究センター）。

a. 産業構造要因を統御した一国集
計レベルでのEPIは年率1.6%の高

い成長を実現。オイルショック後に
おける（見かけ上の）黄金期に匹
敵。

b. EPIは、むしろ12.化学業や18.鉄鋼

業などのエネルギー多消費的な
産業により、両部門で合わせて一
国全体のEPIの6割ほどを説明。
⇒飽和していないのか？

品質調整済みEPI
の産業起因
（2008-2016年）



化学肥料 (1.7%,2.4%)

ソーダ工業製品

(1.6%,0.5%)

無機顔料

(0.8%,0.1%)

圧縮ガス・液化

ガス (1.1%,0%)

塩 (0.2%,0.4%)

その他の無機化学工業

製品 (4.9%,1.2%)

石油化学基礎製品

(1.9%,65%)

石油化学系芳香族製品

(2%,20.8%)
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(2.7%,2.7%)
環式中間物

(2.1%,0.7%)

合成染料・有機

顔料 (0.3%,0.1%)

合成ゴム

(2.2%,1.2%)

メタン誘導品

(0.2%,0%)

可塑剤 (0.3%,0%)

その他の有機化学工業

製品 (4.4%,0.5%)

合成樹脂

(6.1%,0.4%)

レーヨン・アセテート

(0.3%,0.3%)

合成繊維

(1.3%,0.6%)

医薬品 (40.4%,0.7%)

油脂加工製品・石けん・合

成洗剤・界面活性剤

(3.1%,0.3%)

化粧品・歯

磨 (6.2%,0%)

塗料

(2.5%,0%)

印刷インキ

(0.9%,0%)

写真感光材料

(1.8%,0.1%)

農薬 (1.7%,0%)

ゼラチン・接着剤

(1.1%,0.1%)

その他の化学最終

製品 (7%,0.6%)

-8%
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-4%

-2%
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10%
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国内生産変化率（第V期：2008–16年の年平均成長率）

2011年のエネルギー生産性（自然対数値）

化学業の製品構成変化
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定義：図中におけるバブルの大きさは各製品製造における2011年における付加価値を反映しており、名称の括弧内は同年の（付加価値シェア、エネル
ギー消費シェア）を示している。出典：野村浩二（2018）「日本の長期エネルギー生産性－エネルギー品質と産業構造要因」RCGW Discussion Paper
No.61（日本政策投資銀行設備投資研究所地球温暖化研究センター）。（総務省「2011年産業連関表」および「物量表（付帯表）」、内閣府経済社会総合
研究所「国民経済計算」、経済産業省「工業統計」、日本銀行「国内企業物価指数」などより作成）。

a. 製品構成へと踏み込
めば、エネルギー生
産性水準と成長率に
は正の相関。

b. 付加価値額（バブル）
の大きな医薬品
（40.4%）では、エネ消

費シェアはわずか
0.7%。

c. 石油化学基礎製品や
石油化学系芳香族製
品がきわめて大きな
エネ消費シェアを持つ
が（それぞれ65.0%と
20.8%）、付加価値シェ
アではわずか2%程。

d. 化学業におけるEPI
年率5.0%のうちの
3.3%ポイントはこうし

た化学製品の構成変
化にて説明される。
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I. 高度経済成長期

(1955–1973)

II. オイルショック後

(1973–1990)

III. ポストバブル期

(1990–2008)

真のエネルギー生産性

産業構造要因

エネルギー構成要因

見かけ上のエネルギー生産性

(%)

2030年に向けた日

本政府ターゲット

（2.4%）

IV. リーマンショック後(2008–2016)

産業レベル

での測定

（調整前）

製品レベルで

の補正・持続

性評価後

2050年エネ消費半減

シナリオ（1%成長）

（3.2%）

EPIのベースライン推計値

18単位：それぞれの期間の年平均成長率。出典：野村浩二（2018）「日本の長期エネルギー生産性－エネルギー品質と産業構造要因」RCGW Discussion
Paper No.61（日本政策投資銀行設備投資研究所地球温暖化研究センター）。

2008–16年に観察されたEPIは、

a. 化学製品構成変化の統御
によっては0.39ポイント縮小。

b. 鉄鋼業の合理化によるもの
を一時的であるとすれば、
0.36ポイント縮小。

c. 震災後の家計部門の省エ
ネが持続できず、1990–
2008年ほどとすれば、0.24
ポイント低下。

d. 上記3部門を合わせて、EPI
は1.6%から0.6%まで低下。

e. 加えて景気変動要因を考
慮すれば、EPIベースライン
推計値は0.4%ほど。

f. エネルギー構成要因、産業
構造要因を想定して、見か
け上のEPIは0.7%。2030年
に向けた政府目標（年率
2.4%ほど）に対して、半分
にも達しない。
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（4）2050年に向けて黄金期は訪れるか？

2050Present

Energy 
Productivity 
Improvement 

(EPI)

Technology

Capital

Demand



技術革新とエネルギー生産性改善
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①過去に蓄積されてきた生産的資本ストック（過去の技術状態を反映）
②経済成長における需要サイドの変化。

1.需要拡大の成長率（∆𝑌𝑌 ）： ⁄𝜕𝜕EPI 𝜕𝜕∆𝑌𝑌＞0
2.新製品（財・サービス）の創造（𝑌𝑌𝑁𝑁）： ⁄𝜕𝜕EPI 𝜕𝜕𝑌𝑌𝑁𝑁＜0
③技術革新
(a)資本に体化された技術進歩（=①）

(b) 資本に体化されない技術進歩（𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡）
(c) 新製品（財・サービス）の出現（𝑌𝑌𝑁𝑁 ） （=②.2）

エネルギー生産性改善（Energy Productivity Improvement: EPI)
= 𝑓𝑓(𝑆𝑆𝑡𝑡 𝑇𝑇𝑡𝑡 , 𝑆𝑆𝑡𝑡−1 𝑇𝑇𝑡𝑡−1 , 𝑆𝑆𝑡𝑡−2 𝑇𝑇𝑡𝑡−2 , … ,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡,𝑌𝑌𝑁𝑁,∆𝑌𝑌, … )

①

③

②

⇒技術革新とEPIに関する経験則
I. 真のEPIは資本に体化された技術進歩（a）に大きく依存。
II. 技術革新（(a)および(b)）には長いタイムラグがある。
III. 技術革新は必ず新製品を創造。全体としてEPIを保証せず、むしろ(a)+(b)<(c)。



資産はどれほどの期間利用されるのか？
－実測された経済的耐用年数

経済的な耐用年数は、技術的な
耐用年数よりも短いとしても、多くの
資産で長期化の傾向もみられる。

日本に存在する資産のうち、369タ
イプの61％が10年から20年の平均
耐用年数を持つ。

ワイブル関数の形状係数 (α)は
30％が、2よりも大きく、後年におい
て除却が加速。

Source: Nomura, Koji and Yutaka Suga (2018) “Measurement of Depreciation Rates using Microdata from 
Disposal Survey of Japan,” The 35th IARIW General Conference, Copenhagen, Denmark. 
Unit: years (ASL). Note: Estimates of the Weibull survival profile based on 369 types of assets, based on the 
observations (937 thousand) of retired assets collected by CED 2006–2014. 

T (Average ASL)

α (shape parameter of 
the Weibull)



情報通信機器製造業における資産年齢構成
－2016年末の生産的資本ストック

情報通信機器製造業では、
2016年末に存在する全資本
ストックのうち設備年齢10歳
以内（2006年以降に投資）の
資産が85％を占める。

⇒この10年の技術革新を
織り込むことができる。

出典： 野村による恒久棚卸法に基づく95資産分類による推計値。基礎となるデータはKEOデータベース（日本経済の長期生産性データベース）に基づき推計（資本推
計の詳細は、野村（2004）『資本の測定－日本経済の資本深化と生産性－』）。2016年末における資本ストックの①年齢構成、②2016年末資本ストック（兆円）、③2016
年末資本ストックシェア（%）。なお、資本ストックには、土地、R&D（研究開発）ストック、兵器システムは含まない。またここでは、東日本大震災および阪神大震災の影響
を考慮していない。

0-5 ages, 3, 68%

6-10 ages, 1, 17%

11-15 ages, 0, 7%

16-20 ages, 0, 2%

21-25 ages, 0, 2%

Note: ages, productive capital stock as of the 
end of 2016 (trillion JPY), stock share (%)



鉄鋼業における資産年齢構成
－2016年末の生産的資本ストック

鉄鋼業では、全資本ストッ
クのうち設備年齢10歳以内
の資産が46％を占める。

資産の年齢構成としては、
10-20歳17％、20-30歳14%、
30-40歳13％。40-50歳9%。

依然としておよそ4割ほど
は、2000年までに投資された

資産によって、現在の生産活
動がおこなわれている。

0-5 ages, 4, 27%

6-10 ages, 3, 19%

11-15 ages, 1, 9%16-20 ages, 1, 8%

21-25 ages, 1, 9%

26-30 ages, 1, 5%

31-35 ages, 1, 7%

36-40 ages, 1, 6%

41-45 ages, 1, 5%

46-50 ages, 1, 4%

51-55 ages, 0, 1% 56-60 ages, 0, 0% 61 over, 0, 0%

Note: ages, productive capital stock as of the 
end of 2016 (trillion JPY), stock share (%)

出典： 野村による恒久棚卸法に基づく95資産分類による推計値。基礎となるデータはKEOデータベース（日本経済の長期生産性データベース）に基づき推計（資本推
計の詳細は、野村（2004）『資本の測定－日本経済の資本深化と生産性－』）。2016年末における資本ストックの①年齢構成、②2016年末資本ストック（兆円）、③2016
年末資本ストックシェア（%）。なお、資本ストックには、土地、R&D（研究開発）ストック、兵器システムは含まない。またここでは、東日本大震災および阪神大震災の影響
を考慮していない。



一国経済の資産年齢構成
－2016年末の生産的資本ストック

一国経済でも、全資本ス
トックのうち10年以内の投資
が47％を占める。

資産の年齢構成としては、
10-20歳24％、20-30歳17%、
30-40歳9％。40-50歳4%と、
長期的に利用。

およそ4割ほどは、2000年
までに投資された資産によっ
て、現在の生産活動がおこ
なわれている。

インフラなど、新技術の利
用を制約的にするかもしれな
い。

0-5 ages, 540, 32%

6-10 ages, 226, 13%

11-15 ages, 200, 12%

16-20 ages, 196, 12%

21-25 ages, 170, 10%

26-30 ages, 117, 7%

31-35 ages, 76, 5%

36-40 ages, 65, 4%

41-45 ages, 46, 3%

46-50 ages, 25, 1%

51-55 ages, 12, 1% 56-60 ages, 5, 0% 61 over, 4, 0%

Note: ages, productive capital stock as of the 
end of 2016 (trillion JPY), stock share (%)

出典： 野村による恒久棚卸法に基づく95資産分類による推計値。基礎となるデータはKEOデータベース（日本経済の長期生産性データベース）に基づき推計（資本推
計の詳細は、野村（2004）『資本の測定－日本経済の資本深化と生産性－』）。2016年末における資本ストックの①年齢構成、②2016年末資本ストック（兆円）、③2016
年末資本ストックシェア（%）。なお、資本ストックには、土地、R&D（研究開発）ストック、兵器システムは含まない。またここでは、東日本大震災および阪神大震災の影響
を考慮していない。
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1.植物成長分 2.動物成長分 3.繊維製品 4.木材・木製品

5.木製家具 6.金属製家具 7.核燃料 8.金属製品

9.ボイラ・タービン 10.原動機 11.運搬機械 12.冷凍機・温室調整装置

13.ポンプ及び圧縮機 14.ミシン・毛糸手編機械 15.その他の一般産業用機械 16.鉱山・土木建設機械

17.化学機械 18.産業用ロボット 19.金属工作機械 20.金属加工機械

21.農業機器 22.繊維機械 23.食料品加工機械 24.製材・木工・合板機械

25.パルプ装置・製紙機械 26.印刷・製本・紙加工機械 27.鋳造装置 28.プラスチック加工機械

29.その他の特殊産業機械 30.一般機械器具・備品 31.事務用機械 32.サービス用機器

33.電気音響機器 34.ラジオ・テレビ受信機 35.ビデオ機器 36.その他の民生用電気機器

37.電子計算機・同付属装置 38.有線電気通信機器 39.無線電気通信機器 40.その他の電気通信機器

41.電子応用装置 42.電気計測器 43.発電機器 44.電動機

45.開閉制御装置・配電盤 46.その他の産業用重電機器 47.電気照明器具 48.乗用車

49.トラック・バス・その他の自動車 50.二輪自動車 51.自動車部品 52.鋼船

53.その他船舶 54.鉄道車両 55.航空機 56.自転車

57.産業用運搬車両 58.その他輸送機械 59.カメラ 60.その他光学機械

61.時計 62.理化学機械器具 63.分析器・試験器・計量器・測定器 64.医療用機械器具

65.その他の製造工業製品 66.住宅建築（木造） 67.住宅建築（非木造） 68.非住宅建築（木造）

69.非住宅建築（非木造） 70.道路 71.街路 72.橋梁

73.有料道路 74.河川 75.砂防 76.海岸

77.公園 78.下水道 79.下水道終末処理 80.廃棄物処理施設

81.港湾 82.漁港 83.空港 84.農業土木

85.林道 86.治山 87.鉄道軌道建設 88.電力施設建設

89.電気通信施設建設 90.その他の土木建設 91.プラントエンジニアリング 92.鉱物探査

93.受注ソフトウェア 94.パッケージソフトウェア 95.自社開発ソフトウェア

2050年の

資本ストック
の投資時期
の評価

2050年の生産で
も、2020年代およ

びそれ以前に投資
された資産は30％
を占める。2030年
代に投資された資
産は25％ほど、合
計して55％が2030
年代までの投資。

新しい技術革新
の利用には、経済
システムとして長
期の時間がかかる。

出典： 野村による恒久棚卸法に基づく95資産分類による推計値。基礎となるデータはKEOデータベース（日本経済の長期生産性データベース）に基づき推計（資本推
計の詳細は、野村（2004）『資本の測定－日本経済の資本深化と生産性－』）。2016年末における資本ストックの①年齢構成、②2016年末資本ストック（兆円）、③2016
年末資本ストックシェア（%）。なお、資本ストックには、土地、R&D（研究開発）ストック、兵器システムは含まない。またここでは、東日本大震災および阪神大震災の影響
を考慮していない。

We are here!



-2.0%

-1.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

1955-60 1960-65 1965-70 1970-75 1975-80 1980-85 1985-90 1990-95 95-2000 2000-05 2005-10 2010-15 2015-20 2020-25 2025-30

Japan U.S.

日米一国経済のTFP成長率
－IT技術革新によるマクロ経済へのインパクト

出典：Dale W. Jorgenson, Koji Nomura, and Jon D. Samuels (2018) "Progress on Measuring the Industry Origins of the Japan-U.S. Productivity Gap“, Fifth World KLEMS 
Conference, Harvard University  June 2018.

-2.0%

-1.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

1955-60 1960-65 1965-70 1970-75 1975-80 1980-85 1985-90 1990-95 95-2000 2000-05 2005-10 2010-15 2015-20 2020-25 2025-30

Japan U.S.

ITによる技術革新

AI, IoT, 
Big Data,

Sharing Economy, 
etc…

𝜕𝜕EPI
𝜕𝜕𝑌𝑌𝑁𝑁

＜0∆TFP > 0 and

𝜕𝜕EPI
𝜕𝜕𝑌𝑌𝑁𝑁

＜0？, > 0？

Time-lag for 
∆TFP > 0?

↓



27

(5)結び

1. 日本経済の20世紀の後半期にはEPIは減速
・EPI低減：マクロでの見かけ上のEPI黄金期はオイルショック後にみられるものの、エネルギー品質や
産業構造の変化を統御すれば、高度経済成長期（年率2.0%）から、オイルショック後（年率1.5%）、そし
て1990年代以降の低成長期（年率0.1%）へと、各期間に大きく減速。

2. リーマンショック後はEPI黄金期の再来を告げるものではない
・空洞化と一過性：産業レベルでの測定としては見えないが、製品レベルに細分化すれば、化学業など
では製品構成変化が強く影響。家計や他産業でも一過性の改善。一定の前提のもとで、見かけ上の
EPIのベースライン推計値は年率0.7%ほど。2030年に向けた政府目標（年率2.4%ほど）に対して、半分
にも達しない。

3. 20世紀の経験は、2050年に向けた楽観視を支持しない
・技術導入のタイムラグ：2050年の生産活動は、2030年代までに資本に体化された技術にその半分を依
存している。技術革新が社会システムとして、組み込まれるにはタイムラグがある。

・新製品の需要効果：むしろ技術革新は、新製品・新しいサービスを創造してきたし、むしろそれを経済
的な意味で技術革新を実現しうるエネルギーとしてきた。またそれは経験則として、労働節約的、資本
使用的、そしてエネルギー多消費的（データセンター、家庭用ロボット、…）である。EPIはその後に徐々
にやってくる。
・ミクロアプローチのバイアス：2050年に向けた新たな技術革新によりEPIが加速される技術事例は枚挙
にいとまがないが、経済システム全体としてのEPIが加速していく証拠を見出すことは難しい。
・政策による歪み：EPIに向けた企業努力や家庭の無駄を省く努力の継続は重要だが、エネルギー政策
の策定において過度にEPIを推進するのであれば、国内生産において空洞化を加速させる危惧（＝見
かけ上のEPIの達成）がある。
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